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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

営業収益 (千円) 3,810,049 4,233,486 4,376,862 5,010,872 6,175,686

経常利益 (千円) 1,767,848 2,046,124 2,106,232 2,575,873 3,327,976

当期純利益 (千円) 846,210 1,135,049 1,050,762 1,443,408 1,857,063

持分法を適用した場合の

投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 87,140 87,140 87,140 1,863,488 2,307,848

発行済株式総数 (株) 6,069 6,069 6,069 35,645 109,935

純資産額 (千円) 8,218,280 9,353,330 10,404,093 13,622,599 15,474,023

総資産額 (千円) 27,730,587 31,964,749 36,250,173 45,682,938 58,878,417

１株当たり純資産額 (円) 1,354,140.83 1,541,165.01 1,714,301.05 382,227.82 140,775.32

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）
(円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

8,000

(－)

3,000

(1,500)

１株当たり当期純利益金額 (円) 139,431.58 187,024.18 173,136.04 46,682.04 17,112.32

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 29.6 29.3 28.7 29.8 26.3

自己資本利益率 (％) 10.86 12.92 10.64 12.02 12.77

株価収益率 (倍) － － － 17.42 6.49

配当性向 (％) － － － 17.1 17.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) － △2,524,345 △2,490,178 △5,881,333 △11,562,209

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) － △578,268 △13,822 △88,209 △28,983

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) － 2,857,983 2,819,288 7,631,050 10,922,676

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) － 597,829 913,117 2,574,625 1,906,109

従業員数 (人) 74 79 79 83 81

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．営業収益には消費税等を含んでおります。

３．持分法を適用すべき関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式を発行いたしておりませんので記載しており

ません。

５．第35期から第37期までの株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。

６．当社は、証券取引法第193条の２又は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第36期以降の財務諸

表について、新日本監査法人による監査を受けておりますが、第35期の財務諸表については、監査を受けており

ません。

７．当社は、平成19年７月１日付で普通株式１株につき３株の株式の分割を行っております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和44年７月 自営業者、及び個人顧客への事業資金等の貸付を目的として株式会社朝日企業を設立

　 （本店：長野県長野市大字鶴賀権堂町2364番地）

昭和45年３月 本店移転（東京都中野区中野四丁目19番３号）

　 本店移転に伴い、旧本店を長野支店へ変更

昭和49年６月 本店移転（東京都中野区中野五丁目52番15－713号）

昭和58年１月 商号を株式会社朝日不動産ローンに変更

昭和58年12月 「貸金業の規制等に関する法律」の施行に伴い、貸金業登録

　 現在の登録番号　関東財務局長（9)第00035号

昭和59年８月 本店移転（東京都新宿区四谷四丁目７番地）

平成７年３月 事業の効率化を図る目的で不動産担保ローン業でありました㈱朝日不動産ローン（本社富山県）

及び不動産賃貸業でありました富士商事（本社富山県）の２社を吸収合併し、経営統合を行う

平成７年５月 首都圏で初の支店として大宮支店（埼玉県大宮市［現：さいたま市］）を開設

平成７年10月 本店移転（東京都中央区銀座六丁目４番９号）

　 商号を株式会社アサックスに変更

平成10年３月 東京本社と新潟県に分かれておりました本部機能を統一する目的で東京本社に統合

平成17年３月 本店移転（東京都渋谷区広尾一丁目３番14号）

　 本店移転に伴い、旧本店を銀座支店として開設

平成19年２月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成20年３月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定
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３【事業の内容】

　当社は、不動産担保ローンの専門会社として一般事業者向け及び個人向けに融資事業を展開しております。

　お客様ご所有の不動産（土地・建物）に当社抵当権を設定する形で融資を行っております。

１．融資申込み

　お客様から融資の申込みを受付けます。

　あわせて、返済能力の確認を行います。

２．担保不動産の調査・評価

　お客様の担保不動産の調査を行い、自社にて担保価値を評価いたします。

３．抵当権設定金銭消費貸借契約

　融資条件がまとまり、所定の稟議を取得後に当社とお客様との間で抵当権設定金銭消費貸借契約

を締結いたします。

４．融資実行

　お客様ご指定の銀行口座へ振込みの形で融資を実行いたします。

５．抵当権設定登記

　必要書類を持ち込み、登記所にて抵当権設定登記を行います。

　なお、不動産担保ローンに付随して不動産の取得及び販売を行うことがあります。これは、お客様の債務不履行によ

り当社が不動産競売の申立（抵当権の実行）を行い、当社が自己競落した場合における不動産の売却であります。当

社が競売の入札に参加する理由といたしましては、担保不動産が第三者によって当社の債権額を下回って落札された

場合には配当によっても債権全額が回収されず損失が発生してしまいます。このため当社は、債権額と競落した場合

の売却見込価額を勘案して入札に参加しております。

　この不動産の取得及び販売の目的はあくまでも債権回収のためのものであり、収益をあげる目的で推進する意図は

ありません。
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４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

81 29.4 5.9 5,103,352

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した信用収縮、原油をはじめとした原

材料価格の高騰及び急激な円高等により、これまで堅調に回復してきた企業業績にも鈍化の動きが散見され、景気

に対する不透明感が強まっております。

　足元の状況におきましては、不動産投資マネーの収縮、改正建築基準法の影響等により地価に減速感が見え始め、

不動産市場の先行き懸念が強まっております。また、金融機関は不動産業者向け融資に対し厳格化する姿勢を強め、

不動産金融市場は先行き不透明感を増しております。

　このような環境の下、当社におきましては不動産業者向け貸付に対する警戒感を一層強め、主要顧客であります一

般事業者の資金需要の開拓に注力いたしました。積極的な広告宣伝活動等を通じて、新規貸付が期初より好調で

あったため、当事業年度末における営業貸付金残高は前事業年度末の41,446,786千円から13,686,225千円（33.0％）

増加の55,133,012千円と550億円を突破いたしました。

　以上の結果、営業収益は、営業貸付金利息等が増加し、6,175,686千円（前事業年度比23.2％増）となりました。経常

利益は、金融費用をはじめとした営業費用が増加したものの3,327,976千円（同29.2％増）となりました。また、当期

純利益は1,857,063千円（同28.7％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、税引前当期純利益の計上やコマー

シャルペーパーの発行、長期借入れ及び株式の発行による資金の増加があったものの、営業貸付金の増加による資

金の減少が主たる要因となり、前事業年度末に比べて668,516千円減少し、当事業年度末には1,906,109千円となりま

した。

  当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは11,562,209千円の減少（前事業年度は5,881,333千円の減少）となりました。

　これは主に、税引前当期純利益を3,324,111千円計上したものの、営業貸付金が13,686,225千円増加したこと等によ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは28,983千円の減少（前事業年度は88,209千円の減少）となりました。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出が27,743千円、無形固定資産の取得による支出が5,674千円あったこと

等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは10,922,676千円の増加（前事業年度は7,631,050千円の増加）となりました。

　これは長期借入れによる収入25,470,662千円と長期借入金の返済による支出15,781,335千円により資金が9,689,327

千円増加したこと、短期借入れによる収入8,067,300千円と短期借入金の返済による支出7,811,031千円により資金が

256,268千円増加したこと、コマーシャルペーパーの発行による収入4,994,242千円とコマーシャルペーパーの償還に

よる支出4,000,000千円により資金が994,242千円増加したこと及び株式の発行による収入により資金が431,977千円

増加したこと等によるものであります。
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(3）特定金融会社等の開示に関する内閣府令に基づく貸付金（営業貸付金）の状況

　「特定金融会社等の開示に関する内閣府令」（平成11年５月19日　大蔵省令第57号）に基づく営業貸付金の状況

は次のとおりであります。

①　貸付金種別残高内訳

貸付種別

当事業年度
（平成20年３月31日）

件数 残高（千円）
平均約
定利率
（％）　

構成
割合
（％）

　
構成
割合
（％）

消費者向

無担保

(住宅向を除く)
－ － － － －

有担保

(住宅向を除く)
2,323 51.9 19,107,687 34.7 9.46

住宅向 － － － － －

計 2,323 51.9 19,107,687 34.7 9.46

事業者向
無担保 － － － － －

有担保 2,154 48.1 36,025,324 65.3 9.03

計 2,154 48.1 36,025,324 65.3 9.03

合計 4,477 100.0 55,133,012 100.0 9.18

（注）件数は同一顧客の場合でも契約が異なる場合は１件として計算しておりますので、顧客数での表示とは相違があり

ます。

②　調達別内訳

借入先等

当事業年度
（平成20年３月31日）

残高（千円）
平均調達金利
（％）

金融機関等からの借入 40,048,716 2.85

その他 994,242 3.00

　 社債・ＣＰ 994,242 3.00

合計 41,042,958 2.85

自己資本 16,483,034 －

　 資本金・出資額 2,307,848 －

（注）「自己資本」は、資産の合計額より負債の合計額を控除し、引当金（特別法上の引当金を含む。）の合計額を加えた

額であります。
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③　業種別貸付金残高内訳

業種別

当事業年度
（平成20年３月31日）

先数 残高（千円）

　
構成割合
（％）

　
構成割合
（％）

製造業 65 2.0 1,170,424 2.1

建設業 190 5.8 2,880,794 5.2

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － －

運輸・通信業 41 1.3 747,458 1.4

卸売・小売業、飲食店 291 8.9 4,927,114 8.9

金融・保険業 13 0.4 244,397 0.4

不動産業 307 9.4 13,798,832 25.0

サービス業 218 6.7 4,164,786 7.6

個人 1,791 55.0 19,107,687 34.7

その他 340 10.5 8,091,517 14.7

合計 3,256 100.0 55,133,012 100.0

（注）先数は顧客数で表示いたしております。

④　担保別貸付金残高内訳

受入担保の種類

当事業年度
（平成20年３月31日）

残高（千円） 構成割合（％）

有価証券 － －

　 うち株式 － －

債権 － －

　 うち預金 － －

商品 － －

不動産 55,133,012 100.0

財団 － －

その他 － －

計 55,133,012 100.0

保証 － －

無担保 － －

合計 55,133,012 100.0

⑤　期間別貸付金残高内訳

期間別

当事業年度
（平成20年３月31日）

件数 残高（千円）

　
構成割合
（％）

　
構成割合
（％）

１年以下 147 3.3 4,354,963 7.9

１年超　　５年以下 2,450 54.7 33,802,910 61.3

５年超　　10年以下 1,533 34.3 13,924,012 25.2

10年超　　15年以下 265 5.9 2,408,405 4.4
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期間別

当事業年度
（平成20年３月31日）

件数 残高（千円）

　
構成割合
（％）

　
構成割合
（％）

15年超　　20年以下 67 1.5 437,306 0.8

20年超　　25年以下 15 0.3 205,414 0.4

25年超 － － － －

合計 4,477 100.0 55,133,012 100.0

１件当たり平均期間 　 4.4　年

（注）１．件数は同一顧客の場合でも契約が異なる場合は１件として計算しておりますので、顧客数での表示とは相違が

あります。

２．期間は約定期間によっております。
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２【営業の状況】

(1）営業収益の状況

区分

前事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

金額（千円）
構成割合
（％）

金額（千円）
構成割合
（％）

不動産担保ローン収益

営業貸付金利息 4,018,571 80.2 4,998,785 80.9

手数料 850,895 17.0 1,023,354 16.6

（小計） 4,869,467 97.2 6,022,139 97.5

不動産販売収益

不動産売上高 137,793 2.7 148,981 2.4

その他 3,611 0.1 4,565 0.1

（小計） 141,405 2.8 153,547 2.5

合計 5,010,872 100.0 6,175,686 100.0

（注）消費税等につきましては、税込方式で表示しております。

(2）営業貸付金増減額及び残高

区分

前事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

金額（千円） 金額（千円）

期首残高 33,732,851 41,446,786

期中貸付額 25,214,294 32,626,260

期中回収額 17,469,928 18,950,059

破産更生債権等振替額 7,252 10,174

破産更生債権等振替額戻し 9,128 37,554

貸倒償却額 32,307 17,355

期末残高 41,446,786 55,133,012

平均貸付金残高 37,357,796 49,535,483

(3）営業貸付金残高の内訳

①　利率別貸付金残高内訳

利率別

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

件数 残高（千円） 件数 残高（千円）

　
構成
割合
（％）

　
構成
割合
（％）

　
構成
割合
（％）

　
構成
割合
（％）

 0.0％超 　7.0％以下 17 0.4 693,109 1.6 69 1.5 1,499,878 2.7

 7.0％超 　8.0％以下 46 1.2 3,024,458 7.3 124 2.8 4,615,328 8.4

 8.0％超　 9.0％以下 344 9.1 10,437,966 25.2 659 14.7 18,628,546 33.8

 9.0％超  10.0％以下 1,994 52.5 21,133,942 51.0 2,651 59.2 26,510,825 48.1

10.0％超  11.0％以下 589 15.5 3,099,707 7.5 437 9.8 2,042,588 3.7

11.0％超  12.0％以下 67 1.8 445,623 1.1 60 1.3 330,315 0.6

12.0％超  13.0％以下 186 4.9 945,683 2.3 124 2.8 588,166 1.1

13.0％超  14.0％以下 412 10.8 1,318,186 3.2 272 6.1 729,186 1.3

14.0％超  15.0％以下 146 3.8 348,109 0.8 81 1.8 188,175 0.3

合計 3,801 100.0 41,446,786 100.0 4,477 100.0 55,133,012 100.0

EDINET提出書類

株式会社アサックス(E03746)

有価証券報告書

10/66



（注）件数は同一顧客の場合でも契約が異なる場合は１件として計算しておりますので、顧客数での表示とは相違があり

ます。

(4）調達実績

①　借入先別内訳

借入先別

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

調達額
（千円）

返済額
（千円）

期末残高
（千円）

調達額
（千円）

返済額
（千円）

期末残高
（千円）

都市銀行 3,500,000 3,084,300 3,973,000 2,685,000 2,588,000 4,070,000

地方銀行 8,024,500 4,688,915 7,596,309 5,937,454 4,574,587 8,959,176

外国銀行 － － － 8,000,000 3,200,000 4,800,000

長期信用銀行 2,400,000 2,388,979 1,726,601 － － －

信託銀行 700,000 － 4,000,000 200,000 75,000 4,125,000

その他銀行 － － － 2,850,000 2,661,799 2,064,801

保険会社 － － － 1,036,363 436,363 600,000

事業会社 6,947,200 5,646,220 12,657,209 12,829,144 10,056,616 15,429,737

その他金融機関 150,000 － 150,000 － － －

合計 21,721,700 15,808,415 30,103,120 33,537,962 23,592,367 40,048,716

（注）前事業年度における「長期信用銀行」及び「その他金融機関」は、当事業年度より「その他銀行」に区分いたして

おります。
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３【対処すべき課題】

平成19年12月19日に貸金業法が施行され、主に無担保金融を中心としたノンバンクセクターは再編・淘汰の動きが

加速しております。一方、当社の不動産担保ローン事業におきましては、営業貸付金の上限金利が平成16年５月以降全

て年15％以下となっていることから、上限金利引き下げによる収益低下の影響は原則として発生し得ないものと考え

ております。

不動産担保ローン市場を取り巻く環境といたしましては、前述いたしました貸金業法の施行に伴い、異業態のノン

バンク等からの参入が予想されます。しかしながら、不動産担保ローンの事業推進に当たっては、担保不動産の見極め

及び顧客とのコミュニケーション等において十分な知識と経験が要求されますので、参入障壁は比較的高いものと認

識しており、今後におきましても当社は十分な競争力を維持できるものと考えております。

一方、昨年の前半頃まで堅調でありました不動産マーケットは、サブプライムローン問題による不動産投資マネー

の収縮、改正建築基準法による影響等により厳しさを増してきており、上昇局面にあった地価は一転して下落に転じ

る傾向が強まっております。当社は地価が上昇基調であった頃より地価動向には警戒感を持っておりましたので、担

保査定に当たっては保守的な姿勢を崩さず、堅実経営を貫いております。従って、当事業年度におきましても貸倒償却

率は0.03％となっており、過去の水準と比べても大きな違いはありません。また、不動産業者向け貸付につきましては

引き続き厳選する姿勢を強め、主要顧客であります一般事業者等のエンドユーザー向け貸付に注力し、小口分散によ

るリスク管理を今後とも徹底していく方針であります。

当社の強みでありますローコスト経営を堅持しつつ、当面は首都圏市場における営業基盤の強化及び地方中核都市

への支店展開を視野に入れ、良質な営業貸付金残高を着実に積み上げてまいる所存であります。

(1）知名度向上による企業ブランド力の強化

  お客様が会社を選ばれる際、「安心・信頼できる会社かどうか」は、金利等の貸付条件をご検討される以前に重

要な要因となっているものと考えられます。

  現在当社はインターネット広告及び交通広告を中心にプロモーション活動を強化し、顧客数、営業貸付金残高と

もに堅調に伸びておりますが、一般的な認知度としては未だ限定的であると認識しておりますので、今後も当該プ

ロモーション活動を一層強化し、「不動産担保ローンはアサックス」という確固たるブランドの構築に努める所存

であります。

(2）企業体質の強化

　当社はお客様の企業採算に乗る金利での資金供給を経営の基本方針にしております。この方針に基づき、お客様へ

の貸付金利の引き下げを図ってまいりました。しかしながら、日本銀行の金融政策は緩和から金融政策が効果をあ

げうる金利環境づくりへとシフトしてきております。このため、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界

的な信用収縮状況が沈静化しますと、インフレ懸念に対処するために金利は上昇傾向を辿っていくものと考えられ

ます。

　このような環境の下、当社が健全に成長していくために、優良な顧客の開拓を積極的に行い、良質な貸付金残高を

積上げるとともに、資金調達面におきましても、日本格付研究所（JCR）よりCP格付J-2を取得いたしましたので直

接市場からの資金調達にも注力し、調達の多様化を図ることにより借入コストを軽減し、適正な利益成長を図って

いく所存であります。

(3）人材の育成

　当社の財産は社員であり、当社が健全に成長していくためには、会社の経営理念をよく理解し、ロイヤルティが高

い優秀な社員の育成が必須と認識しております。そのため、当社では社員のキャリアに応じた階層別の研修体制を

構築し、知識や技術の習得のみならず、企業理念の涵養やコンプライアンスの徹底も図り、人材の育成に努めており

ます。

　このような方針に基づき、当社は新規卒業者のみを採用し３年掛けて一人前の「アサックスマン」となるよう育

成を行っております。
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４【事業等のリスク】

　以下に記載いたしました「事業等のリスク」は、当社が把握している情報に基づく想定及び見解を基に当社の事業

展開上リスクとなる可能性があると考えられる主要な事項を記載しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）市場環境について

①　市場環境の変化について

　米国のサブプライムローンに端を発した信用不安、建築基準法の改正等を背景に、我が国における不動産需要は

減退してきており、一部地域では価格下落傾向が顕著となってきております。

　このような環境の下、当社は堅実経営の一環として貸付に当たっては与信の一層の厳格化を図っております。

　しかしながら、今後市場環境が悪化した場合、担保不動産の価格下落による貸倒リスクが高まることにより、当

社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

②　競争激化について

　当社が行っている不動産担保ローン事業には、対象とする不動産の価値判断や顧客のリスク判断等のノウハウ

が必要であり、他業種からの参入、或いは同業種の他業態からの当市場への参入は少なからず困難が伴うものと

考えております。

　しかしながら、今後競争が激化して優良顧客の獲得が十分にできなかった場合、又は優良顧客を奪われた場合

は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）法的規制について

　当社の不動産担保ローン事業は平成18年12月20日に公布され、平成19年12月19日より施行された改正「貸金業

法」、「利息制限法」及び「出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」(以下「出資法」という）の

適用を受けております。

①　貸金業法の業務規制に伴うリスク

　当社は「貸金業法」第３条に基づき、昭和58年12月20日付で関東財務局の貸金業登録を受け、３年ごとに更新登

録を行っております（登録番号　関東財務局長 (9)第00035号）。この貸金業者登録により各種の業務規制（過剰

貸付等の禁止、貸付条件の広告等、誇大広告の禁止、書面の交付、受取証書の交付、帳簿の備付、白紙委任状取得の

制限、取立て行為の規制、債権証書の返還等）と、これらの規制に違反した場合の行政処分（業務の全部又は一部

の停止並びに貸金業登録の取り消し等）並びに罰則等の措置が設けられております。

　更に、「貸金業法」の施行に当たって、監督官庁である金融庁が定める「貸金業者向けの総合的な監督指針」の

適用も受けており、貸金業法における行動指針が定められております。

　当社は「貸金業法」及び「貸金業者向けの総合的な監督指針」の遵守を徹底しており、現時点において法令に

抵触する事実はないものと認識しておりますが、今後何らかの理由により当社並びに当社の役員及び従業員が法

令に抵触した場合、業務の全部又は一部の停止が命ぜられ、又は登録が取消され、当社の事業活動に支障を来たす

とともに、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。今後の法律改正等による業務規制の

変更等で業務が制限された場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

②　貸付金利の規制に伴うリスク

　貸付上限金利は平成19年12月19日に施行された「貸金業法」でみなし弁済制度（所謂、グレーゾーン金利）が

廃止され「出資法」における貸付上限金利が年20％に引き下げられます（貸金業法施行から２年半以内）。この

結果、利息制限法の上限金利（貸付元本額により年20％～15％）と出資法の上限金利（年20％）間の金利での貸

付については行政処分の対象となります。なお、当社の場合は貸付元本額が１百万円を超過しますので利息制限

法で規定されている年15％以下の金利が上限として適用されます。　

　当社は既に上限金利以下で貸付を行っており、当社の業績に特段の影響は生じないものと考えておりますが、更

なる上限金利の引き下げが行われた場合は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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③　利息返還損失の発生

　当社の過去の貸付契約の中には、当社の貸付上限金利が「利息制限法」に基づく上限金利を越えて適用してい

たものがあり、顧客の請求により当該超過利息の返還が発生する場合があります。

　当社は平成19年３月期にはじめて超過利息の返還を求める請求が発生したことから利息返還損失引当金を計上

しており、平成20年３月期末においても32,600千円の引当金を計上しております。

　今後、利息返還損失の発生が拡大した場合には当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

④　その他の法律による影響について

個人情報保護法について

　当社は「個人情報の保護に関する法律」における個人情報取扱事業者に該当し、個人情報の適正な利用・管

理が義務付けられております。

　当社は「個人情報保護および安全管理に関する取扱規程」及び「個人情報保護および安全管理に関する運用

細則」を制定し、社内管理体制を整備するとともに、システム面においても、データの管理、アクセス権の制限

等、セキュリティの強化を図ってまいりました。同時に、コンプライアンス体制を強化し社員一人一人の意識を

高める取り組みをしております。　

　しかしながら、万一、何らかの理由により個人情報の漏洩または同法に違反した場合には、同法による制裁を

受けるだけではなく、社会的信用を失墜することになり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。

(3）資金調達について

①　金利上昇によるリスク

　調達金利は市場環境等により変動いたしますが、当社では金利の動向を見据えて調達金利の固定化、金利キャッ

プ、或いは金利スワップ等を活用することにより金利上昇リスクの軽減を図っていく方針でおります。　

　今後、金利の上昇によっては資金調達コストが上昇し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

②　資金調達状況

　当社は、営業貸付金を中心とした事業運営全般に対して必要となる資金を金融機関等からの借入やコマーシャ

ルペーパーによる市場からの調達により賄っております。

　当社は、現状では必要となる資金の調達が困難ではないものと考えておりますが、今後更に金融市場の不安定化

が生じた場合には、必要資金の調達が困難となり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

EDINET提出書類

株式会社アサックス(E03746)

有価証券報告書

14/66



(4）貸倒リスクについて

　当社の不動産担保ローンは、概ね１年から５年の期間でお客様に融資いたしております。担保として預かる物件の

多くは居住用不動産ですが、景気動向、金利動向、地価動向等によって価額の影響を受けます。

　また、担保の一部には収益不動産がありますが、同様に金利動向、賃貸の需給バランスによる賃料相場等により価

額の影響を受けます。

　当社は、商業不動産、大型不動産、特殊な用途の不動産等需要が限定的な不動産は原則として担保とせず、一顧客当

たりの平均貸付額は16,900千円程度（平成20年３月期）と小口分散を図っておりますが、不動産価額の変動によっ

ては貸倒れが増加し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　当社の最近５事業年度における営業債権に係る貸倒引当金及び貸倒損失は以下のとおりであります。

　
第35期

(平成16年３月)
第36期

(平成17年３月)
第37期

(平成18年３月)
第38期

(平成19年３月)
第39期

(平成20年３月)

貸倒引当金
（千円）

（貸倒引当率）

165,150
（0.64％）

178,300
（0.60％）

72,000
（0.21％）

68,000
（0.16％）

81,500
（0.15％）

貸倒償却額
（千円）

（貸倒償却率）

20,095
（0.08％）

10,269
（0.03％）

13,725
（0.04％）

32,307
（0.08％）

17,355
（0.03％）

営業債権
期末残高
（千円）

25,766,460 29,906,255 33,782,670 41,487,801 55,143,436

　（注）１．貸倒引当率＝営業債権に係る貸倒引当金／営業債権期末残高

２．貸倒償却額＝貸倒引当金目的取崩額＋貸倒損失額

３．貸倒償却率＝貸倒償却額／営業債権期末残高

(5）人材の確保育成

　当社が行う不動産担保ローン事業は、金融はもちろんのこと、不動産や法律等専門知識を要するため、優秀な人材

の確保が重要となります。このため、新卒向けの会社説明会では「ビジネスシミュレーションセミナー」と銘打っ

て、演劇を交えた体感型の説明会を実施する等他社との差別化を図り、毎年10名前後の新卒者を採用いたしており

ますが、銀行をはじめとした金融機関及び不動産会社等の採用枠拡大に伴い優秀な人材を獲得するための競争が激

化しております。

　今後、当社が必要とする人材が適宜確保できない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。なお、本項に記載した将来に関する事項は、

提出日現在において当社が判断したものであります。したがいまして、将来に関する事項には、不確実性を内在してお

り、あるいはリスクを含んでいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、ご留意くださ

い。

(1）当事業年度の財政状態の分析

①　資産の部

流動資産

　営業貸付金は、新規貸付が堅調であったため、前事業年度末の41,446,786千円から13,686,225千円増と大幅に増

加し55,133,012千円となったこと等が主たる要因となり、当事業年度末における流動資産の残高は57,628,094千

円（前事業年度末は44,373,113千円）となり、前事業年度末に比べて13,254,981千円増加いたしました。

固定資産

　当事業年度末の有形固定資産は、社有車の取得及びサーバの入替等による増加が26,331千円あったものの、金

沢支店及び柏支店の閉鎖に伴う建物等の除却及び建物等の償却による減少が34,942千円となったこと等により

667,560千円（前事業年度末は677,288千円）となり、前事業年度末に比べて9,727千円減少いたしました。無形固

定資産については、ソフトウェアの取得が5,674千円あったものの、16,686千円の償却により36,030千円（前事業

年度末は47,042千円）となり、前事業年度末に比べて11,011千円減少いたしました。投資その他の資産は破産更

生債権等、長期前払費用及び保証金等の減少が主たる要因となり546,730千円（前事業年度末は585,494千円）

となり、前事業年度末に比べて38,763千円減少いたしました。

②　負債の部

流動負債

　当社の営業収益の源泉である営業貸付金残高の増加に資するための資金調達活動の結果、短期借入金が

3,409,768千円（前事業年度末は3,153,500千円）となり、前事業年度末に比べて256,268千円の増加、１年以内返

済予定の長期借入金は12,794,230千円（前事業年度末は9,767,201千円）となり、前事業年度末に比べて

3,027,028千円の増加、新たにコマーシャルペーパーの発行による資金調達を行い、コマーシャルペーパーが

994,242千円の増加となったほか、未払金が前事業年度末に比べて58,751千円の増加、未払法人税等が前事業年

度末に比べて240,979千円の増加、前受収益が前事業年度末に比べて43,630千円の増加となったこと等により、

当事業年度末における流動負債の残高は18,682,408千円（前事業年度末は14,042,466千円）となり、前事業年度

末に比べて4,639,942千円増加いたしました。

固定負債

　長期借入金が23,844,717千円（前事業年度末は17,182,419千円）となり、前事業年度末に比べて6,662,298千円

の増加となったほか、役員退職慰労引当金が35,500千円の増加となったこと等により当事業年度末における固

定負債の残高は24,721,984千円（前事業年度末は18,017,871千円）となり、前事業年度末に比べて6,704,113千円

増加いたしました。

③　純資産の部

　当期純利益計上に伴う繰越利益剰余金が1,818,875千円（前事業年度末は1,556,811千円）となったほか、公募増

資により資本金が2,307,848千円（前事業年度末は1,863,488千円）となり、当事業年度末における純資産の残高は

15,474,023千円（前事業年度末は13,622,599千円）となり、前事業年度末に比べて1,851,423千円増加いたしまし

た。

(2）当事業年度の経営成績の分析

　当事業年度における営業収益は6,175,686千円（前事業年度比23.2％増）、営業費用は2,839,382千円（同19.4％

増）、経常利益は3,327,976千円（同29.2％増）、当期純利益は1,857,063千円（同28.7％増）でありました。

　前事業年度に比べて、営業費用は増加いたしましたが、営業収益が大幅な増収となりましたため、経常利益は

752,102千円（29.2％）増加、当期純利益は413,655千円（28.7％）の増加となりました。
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①　営業収益

　営業貸付金利息は、当事業年度の期中平均営業貸付金残高が前事業年度の37,357,796千円に比べて12,177,686千

円増加の49,535,483千円となったことにより、前事業年度の4,018,571千円に比べて980,213千円（24.4％）増加の

4,998,785千円となりました。

　受取手数料は当事業年度の期中貸付額が前事業年度の25,214,294千円から32,626,260千円に増加したことによ

り、前事業年度の652,137千円に比べて129,674千円（19.9％）増加の781,812千円となりました。

　解約違約金は、当事業年度の期中回収額が前事業年度の17,469,928千円から18,950,059千円に増加したことによ

り、前事業年度の198,758千円に比べて42,784千円（21.5％）増加の241,542千円となりました。

　不動産売上高は、前事業年度の137,793千円に比べて11,188千円（8.1％）増加の148,981千円となりました。

②　営業費用

　営業費用は前事業年度に比べて461,335千円（19.4％）の増加となりました。主な科目の増減につきましては以

下のとおりです。

　金融費用の支払利息は、前事業年度の816,207千円に比べて270,301千円（33.1％）増加の1,086,509千円となりま

した。金融費用のその他は、前事業年度の82,054千円に比べて42,825千円（52.2％）増加の124,880千円となりまし

た。

　不動産売上原価は、前事業年度の132,296千円に比べて2,463千円（1.9％）増加の134,759千円となりました。

　その他の営業費用は前事業年度に比べて145,744千円（10.8％）の増加となりました。

　増加の主な要因といたしましては、退職給付費用が13,986千円発生いたしましたことと、広告宣伝費が電車の中

吊り広告の製作及び掲載費用が発生したこと等から67,785千円（42.5％）増加したこと等によります。

③　営業利益

　前述のとおり、当事業年度における営業収益は、前事業年度に比べて1,164,814千円（23.2％）増加、営業費用が

461,335千円（19.4％）増加しましたことから、営業利益は前事業年度に比べて703,479千円（26.7％）増加の

3,336,304千円となりました。

④　経常利益

　営業外収益は経常利益に大きな影響を与えるものはなかったものの、営業外費用は株式交付費が12,382千円発生

いたしました。この結果経常利益は前事業年度に比べて752,102千円（29.2％）増加の3,327,976千円となりまし

た。

⑤　特別利益、特別損失

　特別利益は前事業年度に比べて10,724千円（94.3％）減少、特別損失は2,304千円（104.0％）増加しております。

　特別利益の減少は、前事業年度において退職給付引当金の戻入が8,331千円あったこと等によるものです。特別損

失の増加は、当事業年度において金沢支店及び柏支店の閉鎖等により固定資産除却損が2,021千円（91.2％）増加

の4,236千円となったこと等によるものです。

⑥　当期純利益

　当事業年度における当期純利益は、前事業年度に比べて413,655千円（28.7％）増加の1,857,063千円となりまし

た。
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(3）当事業年度の流動性及び資金の源泉

①　キャッシュ・フロー

　当事業年度は、積極的な営業活動に伴い順調な営業貸付金残高の増加となったことで、13,686,225千円の資金減

少要因となり、税引前当期純利益が3,324,111千円（前事業年度は2,585,036千円）となって資金増加に寄与したも

のの、営業活動によるキャッシュ・フローは、11,562,209千円の減少（前事業年度は5,881,333千円の減少）となり

ました。

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出（27,743千円）及び無形固定資産の取

得による支出（5,674千円）が主たる要因となり、28,983千円の減少（前事業年度は88,209千円の減少）となりま

した。

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、配当金の支払により449,138千円資金が減少したものの、短期借入れに

よる収入（8,067,300千円）が短期借入金の返済による支出（7,811,031千円）を上回ったことによる資金の増加、

長期借入れによる収入（25,470,662千円）が長期借入金の返済による支出（15,781,335千円）を上回ったことに

よる資金の増加、コマーシャルペーパーの発行による収入（4,994,242千円）及びコマーシャルペーパーの償還に

よる支出（4,000,000千円）による資金の増加及び、株式の発行による収入により資金が431,977千円増加したこと

等により、10,922,676千円の増加（前事業年度は7,631,050千円の増加）となりました。

　以上、当事業年度における現金及び現金同等物の残高は、税引前当期純利益や、財務活動による資金の増加が

あったものの、営業収益の源泉である営業貸付金等の順調な増加による資金の減少があり、前事業年度末に比べ

て668,516千円減少し、当事業年度末には1,906,109千円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度において、総額33,418千円（無形固定資産への投資も含む）の設備投資を行いました。

　主なものとしては、社有車の取得に15,832千円、財務経理の基幹システムのサーバの入替えに10,187千円の設備投資

を行いました。

　なお、当事業年度において、金沢支店及び柏支店を閉鎖したことにより、以下の設備を除却しております。

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）建物

（千円）
構築物
（千円）

車輌運搬具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

ソフトウェア
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

柏支店

（千葉県柏市）
営業設備 3,799 － － － － － 3,799 －

金沢支店

（石川県金沢市）
営業設備 195 45 － － － 44 285 －

（注）帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費税等

を含んでおります。
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２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）建物

（千円）
構築物
（千円）

車輌運搬具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

ソフトウェア
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都渋谷区）

統括業務施設

及び営業設備
154,380 － 8,199

185,000
(119.11)

23,154 21,557 392,292 42

銀座支店

（東京都中央区）
営業設備 25,960 － －

148,000
(20.49)

－ 3,714 177,675 4

吉祥寺支店

（東京都武蔵野市）
営業設備 3,267 － 74 － － 42 3,385 3

町田支店

（東京都町田市）
営業設備 3,470 － 46 － － 519 4,035 3

横浜支店

（神奈川県横浜市）
営業設備 143 － 48 － － 474 666 6

藤沢支店

（神奈川県藤沢市）
営業設備 2,415 84 120 － － 209 2,829 3

大宮支店

（埼玉県さいたま市）
営業設備 266 － 862 － － 247 1,377 6

船橋支店

（千葉県船橋市）
営業設備 2,601 － 39 － － 407 3,047 4

高崎支店

（群馬県高崎市）
営業設備 － － 139 － － 24 164 3

宇都宮支店

（栃木県宇都宮市）
営業設備 1,011 108 155 － － 17 1,292 3

長野支店

（長野県長野市）
営業設備 345 323 46 － － 17 733 2

富山支店

（富山県富山市）
営業設備 7,663 － －

28,300
(265.78)

－ 38 36,002 2

保養所

（静岡県賀茂郡東伊豆町）
福利厚生設備 21,653 － －

1,440
(32.26)

－ 154 23,248 －

その他

（東京都豊島区）
賃貸物件 577 － － － － － 577 －

駐車場

（富山県富山市東町）
賃貸駐車場 － 385 －

26,501
(195.87)

－ － 26,887 －

駐車場

（富山県富山市総曲輪）
賃貸駐車場 － － －

16,500
(301.09)

－ － 16,500 －

（注）帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費税等

を含んでおります。

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成20年３月31日現在における重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。

(1）重要な設備の新設

　該当事項はありません。

(2）重要な改修

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 360,000

計 360,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 109,935 109,935
東京証券取引所

（市場第一部）
　

計 109,935 109,935 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成18年６月21日

（注）１
24,276 30,345 － 87,140 － －

平成19年２月13日

（注）２
4,000 34,345 1,340,640 1,427,780 － －

 平成19年３月14日

（注）３
1,300 35,645 435,708 1,863,488 － －

平成19年７月１日

（注）４
71,290 106,935 － 1,863,488 － －

平成19年９月18日

（注）５
3,000 109,935 444,360 2,307,848 － －

（注）１．株式の分割（１：５）によるものであります。

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　 　　360,000円

資本組入額 　　335,160円

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　 　360,000円

資本組入額　 　335,160円

割当先　　　　日興シティグループ証券株式会社

４．株式の分割（１：３）によるものであります。

５．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　 156,170円

資本組入額　 　148,120円
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 12 14 27 23 － 4,783 4,859 －

所有株式数（株） － 18,539 426 101 11,551 － 79,318 109,935 －

所有株式数の割合

（％）
－ 16.9 0.4 0.1 10.5 － 72.1 100.0 －

（注）自己株式15株は「個人その他」の欄に含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

草間　庸文 東京都目黒区 63,465 57.73

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11 9,677 8.80

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11－３ 6,308 5.74

バンク　オブ　ニューヨーク　ヨーロッパ　

リミテッド　ルクセンブルグ　131800

(常任代理人　株式会社みずほコーポレート

銀行)

6D　ROUTE　DE　TREVES　L-2633　

SENNINGERBERG

(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

3,790 3.45

バンク　オブ　ニューヨーク　ジーシーエ

ム　クライアント　アカウント　ジェー

ピーアールディ　アイエスジー　エフイー

エイシー

(常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

PETERBOROUGH　COURT　133　FLEET　

STREET　LONDON　EC4A　2BB　UNITED

　KINGDOM

(東京都千代田区丸の内二丁目７－１)

2,019 1.84

モルガン・スタンレーアンドカンパニー

インク

(常任代理人　モルガン・スタンレー証券株

式会社)

1585　BROADWAY　NEW　YORK，NEW　

YORK　10036，U.S.A

(東京都渋谷区恵比寿四丁目20－３　恵比寿

ガーデンプレイスタワー)

1,849 1.68

橘　サナエ 東京都目黒区 1,545 1.41

小島　稔子 東京都世田谷区 1,500 1.36

資産管理サービス信託銀行株式会社（証

券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－12　晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟 

1,487 1.35

シービー　ロンドン　スティッチング　ペ

ンションファンズ　メタル　エン　テク

ニーク

(常任代理人　シティバンク銀行株式会社)

BURGEMEESTER　ELZENLAAN　329，

2282MZ　RIJSWIJK．THE　

NETHERLANDS 

(東京都品川区東品川二丁目３－14)

1,100 1.00

計 － 92,740 84.36

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 9,677 株　

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,308 株　

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 1,487 株　

２．ブラックロック・ジャパン株式会社及び共同保有者２社が連名で平成20年２月６日付で提出した大量保有報

告書の変更通知書（№３）の写しの送付があり、平成20年１月31日現在で10,202株を所有している旨の報告を

受けましたが、当社として当事業年度末時点における所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株

主の状況」には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ブラックロック・ジャパン株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目７－12　サピ

アタワー

4,255 3.87

ブラックロック・インベストメント・マ

ネジメント・インターナショナル・リミ

テッド

英国　ロンドン市　キングウィリアム・ス

トリート　33

1,428 1.30

ブラックロック・インベストメント・マ

ネジメント（ユーケー）リミテッド

英国　ロンドン市　キングウィリアム・ス

トリート　33

4,519 4.11

計 － 10,202 9.28

３．インベスコ投信投資顧問株式会社が平成19年６月６日付で提出した大量保有報告書の写しの送付があり、平成

19年５月31日現在で2,239株を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末時点における所

有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

インベスコ投信投資顧問株式会社　 東京都港区虎ノ門四丁目３－１　城山トラ

ストタワー25階

2,239 6.28

計 － 2,239 6.28

(注）発行済株式総数は35,645株（平成19年５月31日現在）が使用されております。

EDINET提出書類

株式会社アサックス(E03746)

有価証券報告書

24/66



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　　　 15 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 109,920 109,920 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 109,935 － －

総株主の議決権 － 109,920 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アサックス
東京都渋谷区広尾

一丁目３番14号
15 － 15 0.0

計 － 15 － 15 0.0

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】　　　　　　　　

区　　　　分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他（―） － － － －

保有自己株式数 15 － 15 －

（注）上記の株式数は平成19年７月１日付で実施した株式分割後の株式数（分割比率１：３）で記載しております。

３【配当政策】

　利益配分に関する基本方針といたしましては、１株当たり利益水準を高めるべく収益力の向上に努め、その収益力を

基準に企業体質の強化と今後の事業展開に必要な内部留保の確保等を考慮したうえで増配、株式分割等の方策によ

り、株主に対し積極的に利益還元を行う方針です。

　このような基本方針を踏まえて、配当性向は概ね20％を目標といたしておりますので、当期利益の増減に伴い配当金

も変動させていく方針です。また、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針として

おります。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会でありま

す。当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり1,500円とし、中間配当金（1,500円）と合わせて

3,000円としております。

　なお、当社は取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　また、内部留保金につきましては営業貸付金に充当し営業力の強化を図っていく方針です。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成19年11月２日

取締役会
164,880 1,500

平成20年６月27日

定時株主総会
164,880 1,500
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） － － － 950,000
1,130,000

□294,000

最低（円） － － － 440,000
751,000

□109,000

(注)１．当社株式は、平成20年３月21日付をもって東京証券取引所市場第二部から市場第一部に指定されました。

最高・最低株価は、平成20年３月20日以前は東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成20年３月21日

以降は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

なお、平成19年２月14日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。

２．□印は、株式分割（平成19年７月１日、１株→３株）による権利落後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 228,000 248,000 199,000 169,000 175,000 170,000

最低（円） 148,000 173,000 133,000 142,000 143,000 109,000

(注）当社株式は、平成20年３月21日付をもって東京証券取引所市場第二部から市場第一部に指定されました。

最高・最低株価は、平成20年３月20日以前は東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成20年３月21日以降

は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
　 草間　庸文 昭和24年９月26日生

昭和48年４月 安田生命保険相互会社入社

昭和49年９月 当社取締役就任

昭和50年９月 株式会社山和住宅（現株式会社山和）

入社

昭和56年11月 同社取締役就任

平成５年１月 同社代表取締役就任

平成６年５月 当社代表取締役就任（現任）

平成17年11月 株式会社山和住宅（現株式会社山和）

代表取締役辞任、取締役就任

平成19年11月 株式会社山和取締役辞任

(注)２ 63,465

常務取締役 審査部長 大久保　和幸 昭和45年６月14日生

平成５年４月 株式会社山和住宅（現株式会社山和）

入社

平成８年10月 当社入社

平成16年４月 当社営業課長就任

平成17年４月 当社審査第二部長就任

平成17年６月 当社取締役審査第二部長就任

平成20年３月 当社常務取締役審査第二部長就任

平成20年４月 当社常務取締役審査部長就任（現任）

(注)２ 56

取締役 営業推進部長 飯田　良造 昭和28年７月29日生

昭和51年３月 株式会社山和住宅（現株式会社山和）

入社

昭和55年11月 当社入社

平成３年４月 当社営業課長就任

平成10年４月 当社営業部長就任

平成10年５月 当社取締役営業部長就任

平成17年４月 当社取締役審査第一部長就任

平成20年４月 当社取締役営業推進部長就任（現任）

(注)２ 57

取締役 財務経理部長 島田　博 昭和31年１月９日生

昭和53年２月 株式会社山和住宅（現株式会社山和）

入社

昭和56年３月 当社入社

平成６年５月 株式会社山和住宅監査役就任

平成７年４月 当社経理課長就任

平成17年４月 当社財務経理部長就任

平成17年６月 当社取締役財務経理部長就任（現任）

平成17年11月 株式会社山和住宅監査役辞任

(注)２ 56

取締役 総務人事部長 吉武　博道 昭和23年３月30日生

昭和46年４月 丸紅飯田株式会社（現丸紅株式会社）

入社

平成４年10月 丸紅米国会社ニューヨーク本店へ出向

平成８年10月 丸紅総合リース株式会社へ出向

平成９年４月 同社融資部長就任

平成12年４月 ＳＭＫ株式会社入社

平成12年12月 同社経理部担当部長就任

平成13年２月 当社入社、総務部長に就任

平成17年４月 当社総務人事部長就任

平成17年６月 当社取締役総務人事部長就任（現任）

(注)２ 26

取締役 営業企画部長 花沢　克廣 昭和22年６月12日生

昭和46年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）入行

平成５年10月 同行尼崎支店長就任

平成８年２月 同行融資第二部部長代理就任

平成10年11月 サンテレホン株式会社入社、財務部付部

長就任 

平成11年１月 同社財務部長就任

平成11年７月 同社リース部長就任

平成12年３月 同社取締役就任

平成19年９月 同社取締役経営企画部長就任

平成20年４月 当社入社、営業企画部長就任 

平成20年６月 当社取締役営業企画部長就任（現任）

(注)２ 20
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
　 伊藤　俊一 昭和19年９月19日生

昭和43年４月 丸紅飯田株式会社（現丸紅株式会社）

入社

平成６年４月 同社宇宙航空機部長就任

平成10年４月 同社産業機械・航空機本部副本部長就

任

平成12年４月 丸紅総合リース株式会社へ出向

平成12年６月 同社専務取締役就任

平成12年９月 丸紅株式会社退社、丸紅総合リース株式

会社へ転籍

平成16年７月 同社退社、顧問就任

平成17年６月 同社顧問辞任

平成17年６月 当社常勤監査役就任（現任）

(注)３ 28

監査役 　 鈴木　勝紀 昭和22年７月６日生

昭和50年４月 弁護士登録

平成６年10月 当社顧問弁護士就任

平成17年５月 当社顧問弁護士辞任

平成17年６月 当社監査役就任（現任）

(注)３ 30

監査役 　 奥村　周市 昭和27年９月29日生

昭和46年４月 国税庁熊本国税局入局

平成２年７月 国税庁東京国税局総務部

平成４年７月 国税庁退官

平成４年９月 奥村税務経理事務所開設

平成17年６月 当社監査役就任（現任）

(注)３ 30

計 63,768

　（注）１．伊藤俊一、鈴木勝紀及び奥村周市は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社が中長期的に成長を遂げていくうえで、株主、お客様、取引先、地域社会等様々なステークホルダーと信頼関係

を築きあげていく経営を実践していくためにコーポレート・ガバナンスの充実が不可欠と認識しております。コン

プライアンスの徹底を前提に、当社の経営課題や取り巻く環境変化に一歩先を行く意思決定と実行のスピードアッ

プを推進し、企業価値の向上を目指すとともに、健全性及び透明性の絶えざる高度化に努め、適時かつ正確な情報開

示体制を構築していくことであらゆるステークホルダーの利益を最大化することを目標にコーポレート・ガバナン

スの充実に努めてまいります。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　コーポレート・ガバナンス、執行及び監督に係る経営管理組織、その他コーポレート・ガバナンス体制の状況

当社は経営の安全性と透明性を高めるため、以下の体制、組織を構築しております。

(a）会社の機関設計の内容

当社は監査役制度を採用しており、監査役３名は全員社外監査役であります。

（取締役会）

　取締役会は取締役５名で構成され、原則として毎月１回開催しており、必要に応じ臨時取締役会を適宜開催

しております。

　取締役会では経営戦略、経営計画等経営上の重要事項を迅速に決定するとともに、取締役の職務執行の相互

監視及び監査役の出席により経営監視機能の充実を図り、経営の透明性の確保に努めております。

なお、本報告書提出日現在、コーポレート・ガバナンスの一層の徹底を図るため、取締役の員数を６名とい

たしました。

（代表取締役）

　代表取締役は、会社の代表機関であるとともに業務執行機関であり、取締役会の決議及び監督に基づき業務

執行を行っております。
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（監査役会）

　監査役会は常勤監査役１名及び非常勤監査役２名の合わせて３名で構成され、取締役の職務の執行に関する

適法性監査と会計監査の業務を実施しております。

　監査役会は原則として毎月１回開催するとともに、監査役は取締役会にも必ず出席して、経営意思の決定及

び業務の執行に対する監視体制の確立に努めております。

　監査役は「法令、定款に基づき、会社業務の執行が適法かつ的確に行われているかについて重点監査を行

う。」との監査方針及び監査計画に基づき、取締役会やその他重要な会議への出席、業務の調査等により取締

役の職務遂行を監査しております。

　また、会計監査人による監査実施状況のヒアリングや監査現場への立会等を通じて、意見交換等の連携を強

化し、効率的な業務の遂行に努めております。

（内部監査室）

　代表取締役社長直轄下に内部監査室１名を設置しております。内部監査室長には業務経験豊富な支店長経験

者を登用し、業務全般にわたる内部監査を担当しております。

　監査は、業務執行部門における関連法令及び社内規程の遵守状況、業務プロセスの適正性を監査する目的で、

計画的に内部監査を実施しております。監査手続きについては、内部監査規程に基づき、年間の計画を立案し、

社長承認のうえ、執行部門に対しては年２回を原則として監査を実施しております。内部監査の結果について

は代表取締役と監査役に定期的に報告し、監査役監査との連携を図っております。

（会計監査人）

　当社は、新日本監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。

（弁護士等）

　業務執行上疑義が生じた場合は弁護士等の専門家より適宜助言を仰いでおります。

(b）内部統制システムの整備状況

　当社は、「会社創業以来の経営理念であるお客様第一主義を基本とし、常に公正・中立の立場に立ち、質の高い

サービスを提供することにより豊かな社会づくりに貢献する」ことを目標とし、株主、お客様、取引先、従業員な

どのステークホルダーに対する社会的責任を果たしていくことを当社の行動原理・原則である「アサックス企

業行動憲章」にて宣言しております。

　また、当社の企業価値の向上を図るためには、経営の効率性を追求するとともに、事業活動により生じるリスク

をコントロールすることが必要であり、このためのコーポレート・ガバナンスの強化が不可欠であるとの基本

認識のもと、平成18年５月12日開催の取締役会において「内部統制システムの構築に関する基本方針」を定め、

この方針に基づき体制の整備を進めております。

イ．取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制　

・取締役会は取締役会付議・報告基準を整備し、当該付議・報告基準により会社の業務執行を決定してお

ります。

・取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報告すると

ともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督しております。

・取締役会の事務局を設置し、必要に応じて速やかに取締役会を開催し、付議基準に定める事項が適時に上

程・審議できる体制とし、議案について十分な審議を可能とする資料の作成支援、議案内容の事前説明を

行うことにより、監査役の議案の理解を促し、適法性その他の確認が適切になされる体制を確保しており

ます。

・取締役の職務執行状況は、監査基準及び監査計画に基づき監査役の監査を受けております。

・取締役は、他の取締役の法令又は定款に違反する行為を発見した場合、直ちに代表取締役社長に報告を行

い、必要な措置を協議するとともに、臨時取締役会及び臨時監査役会を速やかに開催し、当該内容の報告

を行うことになっております。

上記記載のとおり、社内の諸規程の整備を行い、取締役会事務局の設置、監査役監査を実施し、実効性のある

体制が整備され、運用されております。
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ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を法令、定款及び社内規程に基づき適正

に保存及び管理しております。

また、情報の管理に関しましては「個人情報保護および安全管理に関する取扱規程」及び「個人情報保護

および安全管理に関する運用細則」を策定し、この遵守の徹底を図っております。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎として、「リスク管理規程」を定めております。

この規程により、リスクの定義及びリスク管理部署を定め、当社を取り巻くリスクに対し、リスクの排除、予

防及びリスクによる不測の損失に対し効果的に対処する管理体制を整えております。

万一、不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、管理責任者及び

顧問弁護士等を含めた対策チームを組織し、迅速な対応を行い、損失の拡大を防止し、これを最小限に止める

体制を整えることになっております。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務執行については、「組織・業務分掌規程」及び「職務権限規程」において詳細を定め、効率的

に職務の執行が行われる体制をとっております。

ホ．使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・アサックス企業行動憲章に基づき、職制を通じて適正な業務執行及び監督を行い、問題があった場合は就

業規則及び賞罰規程により適正に処分します。

・コンプライアンス体制の充実・強化を推進するため、総務人事部長をコンプライアンス責任者に任命し、

会社全体のコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努めております。

・業務執行部分から独立した代表取締役社長直轄の内部監査室が定期的に内部監査を実施し、その結果を

代表取締役社長に報告するとともに、被監査部門にフィードバックを行っております。

ヘ．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は親会社及び子会社はございませんので、該当事項はありません。

ト．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、現在監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役から求められた場合には、監査役と協

議のうえ合理的な範囲で配置することといたします。

チ．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前号の使用人の任命・異動等の人事権に係る事項の決定には、監査役の事前の同意を得ることにより、取締

役からの独立性を確保します。

リ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて会社の業務執行状況を報告を行います。また、取締役は、会社に

著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに常勤監査役に報告を行い、常勤監査役は臨時

監査役会を招集し、事実の報告を行います。

ヌ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を行い、相互の意思疎通を図っております。

・監査役は、内部監査室及び会計監査人との連携を保ち、意見交換及び情報交換により監査役の監査の実効

性確保を図っております。

ル．反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、反社会的勢力排除に関して「コンプライアンス規程」に明文の根拠を設け、組織全体として対応す

ることとしております。
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ヲ．財務報告に係る内部統制システム

当社においては、内部監査室が社長の指示の下、財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するた

め、金融商品取引法及びその他の法令に準拠し、財務報告に係る内部統制の態勢構築・整備を推進いたしてお

ります。

(c）リスク管理体制の整備状況

　当社では、「リスク管理規程」を制定し、リスクの種類に応じ、主管部署及び管理責任者を定めております。

　管理責任者は日頃からリスク管理の重要性を啓蒙するとともに、万一不測の事態が発生した場合は直ちに代表

取締役社長及び常勤監査役に報告するとともに、代表取締役社長を本部長とした対策本部を設置し、必要に応じ

て顧問弁護士等の専門家を含めた対策チームを組織して迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整え

ております。

　また、定期的に行う内部監査を通してリスクを未然に防止するよう努めるとともに、リスク管理体制の有効性

を検証しております。

(d）役員報酬の内容

社内取締役の年間報酬額 176,910千円

社外取締役の年間報酬額 －　

社内監査役の年間報酬額 －　

社外監査役の年間報酬額 10,583千円

合　　　計 187,493千円

　（注）上記の役員報酬には、使用人兼務役員に対する使用人給与は含まれておりません。

(e）監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 21,000千円

上記以外の報酬 9,457千円

　

合　　　計 30,457千円

　（注）上記の金額は消費税が含まれております。

②　社外取締役及び社外監査役と当社との関係

　当社は社外取締役の選任をしておりません。また、社外監査役である伊藤俊一氏は当社の株式を28株、鈴木勝紀氏

及び奥村周市氏は各々30株保有しております。伊藤俊一氏及び奥村周市氏と当社との取引関係その他利害関係は

ありませんが、鈴木勝紀氏に委任した係争案件について、不定期に発生する報酬等が取引として発生しておりま

す。

③　業務を遂行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

（当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名）

新日本監査法人　 指定社員　業務執行社員 　 古谷　伸太郎氏

〃 　 〃 　 志村　さやか氏

〃 　 〃 　 井口　誠氏

　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　なお、同監査法人は既に自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのな

いように措置をとっております。

（当社の会計監査業務に係る補助者の構成）

公認会計士　　３名

会計士補等　　６名

　当社と同監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定による記載すべき利害関係はありませ

ん。

(3）取締役の定数及び選任の議決要件

　当社は定款において取締役の員数を７名以内とし、その選任方法は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとすることを定

款に定めております。
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(4）自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得すること

ができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行することを目的とするものであります。

(5）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

(6）取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役及び監査役（取締役及び監査役であっ

た者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除できる旨を定款に定めており

ます。これは取締役及び監査役が経営の執行等を行うに当たり、各々の期待された役割を十分に発揮できるようにす

ることを目的とするものであります。

(7）中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うために、取締役会の決議により中間配当を実施することができる旨を定

款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）及び「特定金融会社等の会計の整理に関する命令」（平成11年総理府・大蔵省令第32号）に

基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(資産の部) 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  2,574,625   1,906,109  

２．営業貸付金 ※
2,3,4  41,446,786   55,133,012  

３．販売用不動産 　  109,004   303,129  

４．前払費用 　  76,497   89,274  

５．繰延税金資産 　  116,390   172,097  

６．その他 　  103,408   95,771  

貸倒引当金 　  △53,600   △71,300  

流動資産合計 　  44,373,113 97.1  57,628,094 97.9

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 ※１       

(1）建物 ※２  239,077   223,756  

(2）構築物 　  1,146   903  

(3）車輌運搬具 　  7,359   9,732  

(4）工具、器具及び備品 　  23,962   27,425  

(5）土地 ※２  405,742   405,742  

有形固定資産合計 　  677,288 1.5  667,560 1.1

２．無形固定資産 　       

(1）借地権 　  5,000   5,000  

(2）ソフトウェア 　  34,165   23,154  

(3）その他 　  7,876   7,876  

無形固定資産合計 　  47,042 0.1  36,030 0.1

３．投資その他の資産 　       

(1）破産更生債権等 ※3,4  41,015   10,423  

(2）長期前払費用 　  24,582   8,412  

(3）繰延税金資産 　  344,433   360,048  

(4）その他 　  189,863   178,046  

貸倒引当金 　  △14,400   △10,200  

投資その他の資産合計 　  585,494 1.3  546,730 0.9

固定資産合計 　  1,309,824 2.9  1,250,322 2.1

資産合計 　  45,682,938 100.0  58,878,417 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(負債の部) 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．短期借入金 ※２  3,153,500   3,409,768  

２．１年以内返済予定の
長期借入金

※２  9,767,201   12,794,230  

３．コマーシャルペーパー 　  －   994,242  

４．未払金 　  48,851   107,603  

５．未払費用 　  45,242   58,803  

６．未払法人税等 　  702,457   943,437  

７．預り金 　  73,760   74,903  

８．前受収益 　  198,220   241,851  

９．賞与引当金 　  19,281   18,970  

10．利息返還損失引当金 　  32,500   32,600  

11．その他 　  1,450   6,000  

流動負債合計 　  14,042,466 30.7  18,682,408 31.7

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※２  17,182,419   23,844,717  

２．退職給付引当金 　  2,594   9,040  

３．役員退職慰労引当金 　  831,400   866,900  

４．その他 　  1,458   1,326  

固定負債合計 　  18,017,871 39.5  24,721,984 42.0

負債合計 　  32,060,338 70.2  43,404,393 73.7
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(純資産の部) 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,863,488 4.1  2,307,848 3.9

２．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 3,550   48,550   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 10,200,000   11,300,000   

繰越利益剰余金 　 1,556,811   1,818,875   

利益剰余金合計 　  11,760,361 25.7  13,167,425 22.4

３．自己株式 　  △1,250 △0.0  △1,250 △0.0

株主資本合計 　  13,622,599 29.8  15,474,023 26.3

純資産合計 　  13,622,599 29.8  15,474,023 26.3

負債純資産合計 　  45,682,938 100.0  58,878,417 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益 　       

１．営業貸付金利息 　 4,018,571 4,018,571 80.2 4,998,785 4,998,785 80.9

２．その他の営業収益 　       

(1）受取手数料 　 652,137   781,812   

(2）解約違約金 　 198,758   241,542   

(3）不動産売上高 　 137,793   148,981   

(4）その他 　 3,611 992,300 19.8 4,565 1,176,901 19.1

営業収益合計 　  5,010,872 100.0  6,175,686 100.0

Ⅱ　営業費用 　       

１．金融費用 　       

(1）支払利息 　 816,207   1,086,509   

(2）その他 　 82,054 898,262 17.9 124,880 1,211,389 19.6

２．売上原価 　       

(1）不動産売上原価 　 132,296 132,296 2.7 134,759 134,759 2.2

３．その他の営業費用 　       

(1）広告宣伝費 　 159,452   227,238   

(2）貸倒引当金繰入額 　 28,307   30,855   

(3）利息返還損失引当金繰
入額

　 32,500   10,724   

(4）役員報酬 　 177,410   187,493   

(5）役員退職慰労引当金繰
入額

　 35,500   35,500   

(6）給料手当 　 320,180   329,958   

(7）賞与 　 78,053   63,896   

(8）賞与引当金繰入額 　 19,281   18,970   

(9）退職給付費用 　 －   13,986   

(10）福利厚生費 　 66,995   65,991   

(11）減価償却費 　 40,991   47,543   

(12）公租公課 　 84,697   92,082   

(13）賃借料 　 83,089   86,811   

(14）その他 　 221,027 1,347,488 26.9 282,182 1,493,232 24.2

営業費用合計 　  2,378,046 47.5  2,839,382 46.0

営業利益 　  2,632,825 52.5  3,336,304 54.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅲ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 412   2,614   

２．その他手数料収入 　 1,529   78   

３．雑収入 　 868 2,810 0.1 1,361 4,054 0.1

Ⅳ　営業外費用 　       

１．上場関連費用 　 59,762   －   

２．株式交付費 　 － 59,762 1.2 12,382 12,382 0.2

経常利益 　  2,575,873 51.4  3,327,976 53.9

Ⅴ　特別利益 　       

１．償却債権取立益 　 3,046   595   

２．退職給付引当金戻入益 　 8,331   －   

３．固定資産売却益 ※１ － 11,378 0.2 59 654 0.0

Ⅵ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※２ －   182   

２．固定資産除却損 ※３ 2,215   4,236   

３．会員権売却損 　 － 2,215 0.0 100 4,519 0.1

税引前当期純利益 　  2,585,036 51.6  3,324,111 53.8

法人税、住民税及び
事業税

　 1,148,076   1,538,369   

法人税等調整額 　 △6,448 1,141,628 22.8 △71,322 1,467,047 23.7

当期純利益 　  1,443,408 28.8  1,857,063 30.1
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計利　益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日　残高 (千円) 87,140 3,550 9,200,000 1,113,403 10,316,953 － 10,404,093 10,404,093

事業年度中の変動額 　         

新株の発行 　 1,776,348 － － － － － 1,776,348 1,776,348

別途積立金の積立て (注) 　 － － 1,000,000 △1,000,000 － － － －

当期純利益 　 － － － 1,443,408 1,443,408 － 1,443,408 1,443,408

自己株式の取得 　 － － － － － △1,250 △1,250 △1,250

事業年度中の変動額合計 (千円) 1,776,348 － 1,000,000 443,408 1,443,408 △1,250 3,218,506 3,218,506

平成19年３月31日　残高 (千円) 1,863,488 3,550 10,200,000 1,556,811 11,760,361 △1,250 13,622,599 13,622,599

 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計利　益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成19年３月31日　残高 (千円) 1,863,488 3,550 10,200,000 1,556,811 11,760,361 △1,250 13,622,599 13,622,599

事業年度中の変動額 　         

新株の発行 　 444,360 － － － － － 444,360 444,360

別途積立金の積立て 　 － － 1,100,000 △1,100,000 － － － －

剰余金の配当 　 － 45,000 － △495,000 △450,000 － △450,000 △450,000

当期純利益 　 － － － 1,857,063 1,857,063 － 1,857,063 1,857,063

事業年度中の変動額合計 (千円) 444,360 45,000 1,100,000 262,063 1,407,063 － 1,851,423 1,851,423

平成20年３月31日　残高 (千円) 2,307,848 48,550 11,300,000 1,818,875 13,167,425 △1,250 15,474,023 15,474,023
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区　　分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税引前当期純利益 　 2,585,036 3,324,111

減価償却費 　 40,991 47,543

上場関連費用 　 59,762 －

株式交付費 　 － 12,382

貸倒引当金の増減額 (△減少額) 　 △4,000 13,500

賞与引当金の減少額 　 △1,273 △311

退職給付引当金の増減額 (△減少額) 　 △17,317 6,445

役員退職慰労引当金の増加額 　 35,500 35,500

利息返還損失引当金の増加額 　 32,500 100

固定資産売却益 　 － △59

固定資産除却損 　 2,215 4,236

固定資産売却損 　 － 182

会員権売却損 　 － 100

受取利息 　 △412 △2,614

営業貸付金の増加額 　 △7,713,935 △13,686,225

破産更生債権等の減少額 　 8,804 30,591

販売用不動産の増加額 　 △10,209 △194,125

長期前払費用の減少額 　 17,157 16,170

未払消費税等の増加額 　 9,544 2,272

未払法人税等（外形標準課税）の増加額 　 18,719 4,758

その他資産の増減額 (△増加額) 　 △17,623 4,395

その他負債の増加額 　 17,937 118,369

小計 　 △4,936,602 △10,262,677

利息の受取額 　 412 2,614

法人税等の支払額 　 △945,144 △1,302,147

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △5,881,333 △11,562,209
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区　　分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

有形固定資産の売却による収入 　 － 2,298

有形固定資産の取得による支出 　 △17,261 △27,743

無形固定資産の取得による支出 　 △15,445 △5,674

会員権の売却による収入 　 － 1,000

会員権の取得による支出 　 △36,750 －

その他 　 △18,751 1,135

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △88,209 △28,983

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入れによる収入 　 7,973,000 8,067,300

短期借入金の返済による支出 　 △7,326,959 △7,811,031

コマーシャルペーパーの発行による収入 　 － 4,994,242

コマーシャルペーパーの償還による支出 　 － △4,000,000

長期借入れによる収入 　 13,748,700 25,470,662

長期借入金の返済による支出 　 △8,481,456 △15,781,335

株式の発行による収入 　 1,776,348 431,977

上場関連費用による支出 　 △57,331 －

自己株式の取得による支出 　 △1,250 －

配当金の支払額 　 － △449,138

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 7,631,050 10,922,676

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 (△減少額) 　 1,661,507 △668,516

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 913,117 2,574,625

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,574,625 1,906,109
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．デリバティブの評価基

準及び評価方法

時価法 同左

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法

販売用不動産 

 同左

３．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　10～38年

車輌運搬具　　　　　　 2～ 6年

工具、器具及び備品　　 3～20年

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。 

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については定

額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物　　　　　　　　　10～38年

車輌運搬具　　　　　　 4～ 6年

工具、器具及び備品　　 3～20年

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

当該変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。

(追加情報)

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

当該変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。

　 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

４．繰延資産の処理方法 ―――――― 株式交付費

支出時に全額費用処理しております。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期負担額を計上

しております。

(2）賞与引当金

同左

　 (3）利息返還損失引当金

将来の利息返還損失の発生に備えるた

め、過去の返還実績を踏まえ、かつ、最近

の返還状況を考慮する等により、返還見

込額を合理的に見積もり計上しておりま

す。

(追加情報)

「消費者金融会社等の利息返還請求に

よる損失に係る引当金の計上に関する監

査上の取扱い」(日本公認会計士協会　平

成18年10月13日　業種別委員会報告第37

号）が公表され、利息返還損失引当金の

算定方法及び合理的見積期間の考え方が

整理されたことを受け、当事業年度より

利息返還損失引当金を計上しておりま

す。

これに伴い、当事業年度の利息返還損

失引当金繰入額32,500千円を営業費用に

計上しております。この結果、従来と同一

の方法を採用した場合と比べ、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益は32,500

千円減少しております。

(3）利息返還損失引当金

将来の利息返還損失の発生に備えるた

め、過去の返還実績を踏まえ、かつ、最近

の返還状況を考慮する等により、返還見

込額を合理的に見積もり計上しておりま

す。

　 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務（適格退

職年金制度における直近の責任準備金）

及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められ

る額を簡便法により計上しております。

(4）退職給付引当金

同左

　 (5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(5）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。ま

た、金利スワップの特例処理の要件を満

たしている場合には特例処理を採用して

おります。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

金利スワップ 　 借入金

同左

 (3）ヘッジ方針

　当社の内規である「デリバティブ取引

管理規程」に基づき、金利変動リスクを

ヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価しておりま

す。

　ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略

しております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

８．キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

９．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

　税込方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計

基準

当事業年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号　平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する

金額は13,622,599千円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。

―――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額の

合計額は150,663千円であります。

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額の

合計額は157,289千円であります。

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりです。

(1）担保に供している資産

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりです。

(1）担保に供している資産

営業貸付金 21,309,397 千円

土地 191,001 　

建物 21,462 　

計 21,521,861 　

営業貸付金 23,584,502 千円

土地 191,001 　

建物 20,735 　

計 23,796,239 　

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

短期借入金 2,503,500 千円

１年以内返済予定の長期借入金 　

　 6,123,601 　

長期借入金 13,489,719 　

計 22,116,820 　

短期借入金 3,309,768 千円

１年以内返済予定の長期借入金 　

　 5,100,367 　

長期借入金 15,343,047 　

計 23,753,182 　

※３　営業貸付金の方法別残高

　営業貸付金は、全て証書貸付によるものでありま

す。

※３　営業貸付金の方法別残高

同左

※４　不良債権の状況は以下のとおりであります。 ※４　不良債権の状況は以下のとおりであります。

破綻先債権 － 千円

延滞債権 976,527 　

３ヶ月以上延滞債権 1,085,060 　

貸出条件緩和債権 680 　

計 2,062,267 　

破綻先債権 － 千円

延滞債権 1,044,973 　

３ヶ月以上延滞債権 483,989 　

貸出条件緩和債権 2,560 　

計 1,531,522 　

(注)

(破綻先債権)

破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当

期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未

収利息を計上しなかった貸付金のうち、法人税法施行

令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する

事由が生じている貸付金であります。

(注)

(破綻先債権)

同左

(延滞債権)

延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破

綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として、利息の支払いを猶予したもの以外の貸

付金であります。

(延滞債権)

同左
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

(３ヶ月以上延滞債権)

３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約

定支払日の翌日から３ヶ月以上遅延しているもので、

破綻先債権及び延滞債権を除く貸付金であります。

(３ヶ月以上延滞債権)

同左

(貸出条件緩和債権)

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利

となる取り決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債

権及び３ヶ月以上延滞債権を除く貸付金であります。

(貸出条件緩和債権)

同左

５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約及び取引銀行３行と貸出コ

ミットメント契約を締結しております。これらの契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高及び貸出

コミットメント契約による借入未実行残高は次のと

おりであります。

 （当座貸越契約）

当座貸越極度額の総額 2,500,000 千円

借入実行残高 1,900,000 　

差引額 600,000 　

５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,200,000 千円

借入実行残高 1,600,000 　

差引額 600,000 　

 （貸出コミットメント契約）

当座貸越極度額の総額 700,000 千円

借入実行残高 350,000 　

差引額 350,000 　
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　　　　　　　　―――――― ※１　固定資産売却益の内訳

 車輌運搬具 59 千円

計 59 　

※２　　　　　　　　―――――― ※２　固定資産売却損の内訳

 車輌運搬具 160 千円

保証金 22 　

計 182 　

※３　固定資産除却損の内訳 ※３　固定資産除却損の内訳

ソフトウェア 1,376 千円

構築物 820 　

車輌運搬具 18 　

計 2,215 　

建物 3,994 千円

構築物 131 　

車輌運搬具 30 　

工具、器具及び備品 80 　

計 4,236 　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注)１ 6,069 29,576 － 35,645

合計 6,069 29,576 － 35,645

自己株式     

普通株式（注)２ － 5 － 5

合計 － 5 － 5

(注)１．発行済株式総数の増加29,576株は、株式分割による増加24,276株、一般募集による新株の発行による増加4,000株、第

三者割当による新株の発行による増加1,300株であります。

２．自己株式の株式数の増加5株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 285,120  利益剰余金 8,000 平成19年３月31日 平成19年６月28日

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     
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前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注)１,２ 35,645 74,290 － 109,935

合計 35,645 74,290 － 109,935

自己株式     

普通株式（注)３ 5 10 － 15

合計 5 10 － 15

(注)１．平成19年５月11日開催の取締役会決議により、平成19年７月１日をもって１株を３株に分割しております。

２．発行済株式総数の増加74,290株は、株式分割による増加71,290株、一般募集による新株の発行による増加3,000株で

あります。

３．普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、株式分割による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 285,120 8,000 平成19年３月31日 平成19年６月28日

平成19年11月２日

取締役会 
普通株式 164,880 1,500 平成19年９月30日 平成19年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 164,880  利益剰余金 1,500 平成20年３月31日 平成20年６月30日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,574,625 千円

現金及び現金同等物 2,574,625 　

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,906,109 千円

現金及び現金同等物 1,906,109 　

（リース取引関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３

月31日）

　該当事項はありません。

（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、金利ス

ワップ取引であります。

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

(3）取引の利用目的

同左

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たしている場合には

特例処理を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

金利スワップ 　 借入金
同左

③　ヘッジ方針

　当社の内規である「デリバティブ取引管理規

程」に基づき、金利変動リスクをヘッジしており

ます。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比

較し、その変動額の比率によって有効性を評価し

ております。

　ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

を有しております。

　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。

(4）取引に係るリスクの内容

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた内規に従い、資金担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

　ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しており

ます。

２．取引の時価等に関する事項

同左

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） △59,671 △61,746

(2）年金資産（千円） 57,452 53,081

(3）未払給付金（千円） △375 △375

(4）退職給付引当金（千円） △2,594 △9,040

　（注）　当社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）勤務費用（千円） △11,331 11,686

(2）臨時に支払った割増退職金（千円） 3,000 2,300

(3）退職給付費用（千円） △8,331 13,986

　（注）　当社は退職給付費用の算定方法として簡便法を採用しております。

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３

月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  　

賞与引当金損金算入限度超過額 7,845 千円

利息返還損失引当金 13,224 　

役員退職慰労引当金 338,296 　

未払事業税 41,338 　

未収利息不計上額 50,677 　

その他 9,441 　

繰延税金資産計 460,824 　

繰延税金負債 － 　

繰延税金資産の純額 460,824 　

繰延税金資産  　

貸倒引当金損金算入限度超過額 30,914 千円

賞与引当金損金算入限度超過額 7,718 　

利息返還損失引当金 13,264 　

役員退職慰労引当金 352,741 　

未払事業税 65,784 　

未収利息不計上額 53,509 　

その他 8,212 　

繰延税金資産計 532,146 　

繰延税金負債 － 　

繰延税金資産の純額 532,146 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　 （％)

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2

住民税等均等割 0.4

留保金課税 2.0

法定実効税率変更による影響額 0.6

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　 （％)

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5

住民税等均等割 0.3

留保金課税 2.2

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1

３．税効果会計に使用する法定実効税率の変更

　当社は、平成19年２月14日付の増資に伴い資本金が１

億円超となったため、外形標準課税の適用を受けるこ

ととなりました。そのため、法定実効税率を前事業年度

の42.05％から40.69％に変更いたしました。なお、当該

税率変更による影響は、軽微であります。

３．　　　　　　　　――――――

（持分法損益等）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３

月31日）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社アサックス(E03746)

有価証券報告書

54/66



【関連当事者との取引】

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３

月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 382,227.82円

１株当たり当期純利益金額 46,682.04円

１株当たり純資産額 140,775.32円

１株当たり当期純利益金額 17,112.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式を発行いたしておりませんので記載し

ておりません。

　当社は、平成18年６月21日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式を発行いたしておりませんので記載し

ておりません。

　当社は、平成19年７月１日付で株式１株につき３株の

株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 342,860.21円

１株当たり当期純利益金額 34,627.20円

１株当たり純資産額 127,409.27円

１株当たり当期純利益金額 15,560.68円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式を発行いたしておりませんので記載して

おりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式を発行いたしておりませんので記載して

おりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（千円） 1,443,408 1,857,063

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,443,408 1,857,063

期中平均株式数（株） 30,920 108,522
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　平成19年５月11日の当社取締役会において、次のよう

に株式分割による新株式の発行を決議いたしました。

　平成19年７月１日付をもって普通株式１株につき３株

に分割します。

(1) 分割により増加する株式数

普通株式　　　71,290株

(2) 分割方法

　平成19年６月30日の最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１

株につき３株の割合をもって分割します。

　当該株式の分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前期における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当期における１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。

　

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

114,286.73円 127,409.27円

１株当たり当期純利益金額 １株当たり当期純利益金額

11,542.40円 15,560.68円

　なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式を発行い
たしておりませんので記載
しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式を発行い
たしておりませんので記載
しておりません。

 ――――――
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 289,929 1,186 9,128 281,987 58,230 12,512 223,756

構築物 12,707 225 695 12,237 11,333 337 903

車輌運搬具 49,249 *１　15,832 19,591 45,490 35,757 11,051 9,732

工具、器具及び備品 70,323 　*２　10,498 1,429 79,393 51,967 6,955 27,425

土地 405,742 － － 405,742 － － 405,742

有形固定資産計 827,952 27,743 30,845 824,850 157,289 30,857 667,560

無形固定資産        

借地権 5,000 － － 5,000 － － 5,000

ソフトウェア 80,992 5,674 － 86,666 63,512 16,686 23,154

その他 7,876 － － 7,876 － － 7,876

無形固定資産計 93,868 5,674 － 99,543 63,512 16,686 36,030

長期前払費用 24,582 － 16,170 8,412 － － 8,412

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）当期増加額の主なものは次のとおりであります。

*１　役員車の取得　14,572千円ほか

*２　財務経理の基幹システムのサーバの入替え　10,187千円ほか

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区　　分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,153,500 3,409,768 2.62 －

１年以内返済予定の長期借入金 9,767,201 12,794,230 2.83 －

１年以内返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（１年以内返済予定のものを除く。） 17,182,419 23,844,717 2.89 平成21年～29年

リース債務（１年以内返済予定のものを除く。） － － － －　

コマーシャルペーパー － 994,242 3.00 －

計 30,103,120 41,042,958 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予

定額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 10,012,942 4,664,862 3,057,183 2,062,743

【引当金明細表】

区　　分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 68,000 30,855 17,355 － 81,500

賞与引当金 19,281 18,970 19,281 － 18,970

利息返還損失引当金 32,500 10,724 10,624 － 32,600

役員退職慰労引当金 831,400 35,500 － － 866,900
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,884

預金  

普通預金 1,903,394

別段預金 829

小計 1,904,224

合計 1,906,109

②　営業貸付金

期首残高
(Ａ)

（千円）

当期貸付高
(Ｂ)

（千円）

当期回収額
(Ｃ)

（千円）

破産更生
債権等
振替額
（千円）

破産更生
債権等
振替額戻し
（千円）

当期貸倒
償却高
（千円）

期末残高
(Ｄ)

（千円）

回収率（％）

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

回転率（％）

(Ｂ)

((Ａ)＋(Ｄ))÷２

41,446,786 32,626,260 18,950,059 10,174 37,554 17,355 55,133,012 25.6 67.6

（注）主な相手先別内訳の記載につきましては第一部　企業情報　第２　事業の状況　１．業績等の概要に記載しておりま

すので、省略しております。

③　販売用不動産

都道府県別
建物 土地 その他

計（千円）
金額（千円） 面積（㎡） 金額（千円） 金額（千円）　

東京都 6,120 202.41 131,811 － 137,931

神奈川県 － 160.15 7,950 4,564 12,514

千葉県 － 213 17,000 － 17,000

群馬県 3,330 615.32 26,670 － 30,000

栃木県 2,524 1,067.72 17,148 3,591 23,264

長野県 － 1,483.34 58,540 － 58,540

富山県 － 650.76 10,943 － 10,943

石川県 5,715 21.34 3,285 － 9,000

新潟県 － 97.87 3,935 － 3,935

計 17,689 4,511.91 277,284 8,155 303,129

（注）上記の内「その他」は不動産競売に係る入札保証金であります。

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、10株券、１株券

剰余金の配当の基準日

　

９月30日

　３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

電子公告（ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を

することができない場合は、日本経済新聞に掲載）となります。

公告掲載URL　http://www.asax.co.jp

株主に対する特典

株主優待

(1) 対象株主

毎年３月末及び９月末現在の当社株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録

された１株以上保有の株主

(2) 優待内容

毎年３月末及び９月末の対象株主に各々5,000円のQUOカード（年間10,000

円分のQUOカード）
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第38期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月27日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年８月22日関東財務局長に提出

　事業年度（第38期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(3）有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類

　平成19年８月22日関東財務局長に提出

(4）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年８月27日関東財務局長に提出

　事業年度（第38期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(5）有価証券届出書の訂正届出書

　平成19年８月27日関東財務局長に提出

　平成19年８月22日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(6）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年９月３日関東財務局長に提出

　事業年度（第38期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(7）有価証券届出書の訂正届出書

　平成19年９月３日関東財務局長に提出

　平成19年８月22日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(8）有価証券届出書の訂正届出書

　平成19年９月７日関東財務局長に提出

　平成19年８月22日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(9）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年10月31日関東財務局長に提出

　事業年度（第38期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(10）半期報告書

　第39期中（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月10日関東財務局長に提出

(11）有価証券報告書の訂正報告書

　平成20年３月14日関東財務局長に提出

　事業年度（第38期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。
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(12）半期報告書の訂正報告書

　平成20年５月７日関東財務局長に提出

　第39期中（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告

書  

 平成19年６月27日

株式会社アサックス  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 古谷　伸太郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 志村　さやか　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

アサックスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ア

サックスの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告

書  

 平成20年６月27日

株式会社アサックス  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 古谷　伸太郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 志村　さやか　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井口　誠　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社アサックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ア

サックスの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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